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道路など交通施設を評価する上で重要な指標となるのが時間価値である．本研究の問題意識は，貨物輸

送は物流やサプライチェーンを通じて社会・経済全体に影響を及ぼすという点にある．そこで，本研究で

は貨物輸送の時間価値を道路整備による経済厚生の増加分と地域間物流量を用いて新たに定義した．これ

らの算出には完全競争を仮定した標準的な空間的応用一般均衡モデルを用いている．さらに，モデル上で

東日本大震災の被害を再現するようパラメータを外生的に設定した．これにより，従来計測が不可能であ

った被災状況下での貨物輸送の時間価値計測を行った．シミュレーションの結果，従来の推定手法は時間

短縮の経済的価値を過小評価している可能性が示唆された．さらに，災害時には貨物輸送の時間価値が上

昇することが計測された． 

 

     Key Words : the velue of freight travel time savings, computable general equilibrium model, Great East  
Japan earthquake, supply chain 

 

 

1. はじめに 

 

時間価値は，交通施設整備などの公共事業を評価する

上で重要な指標である．これは時間を金銭換算したもの

であり，日本の公共事業評価の費用便益分析に関する技

術指針1)では人，車両，貨物に対して設定されている．

貨物輸送の時間短縮の経済的な価値，つまり貨物輸送の

時間価値(the Value of Freight Travel Time Savings; VFTTS)につ

いては数多くの先行研究がある．De Jong(2007)2)は先行の

推定手法を要素費用法もしくはモデルを用いた手法に分

類している．要素費用法においては，輸送時間の短縮で

節約される全ての投入コスト，または増加でかかる追加

的なコストによってVFTTSが推定されてきた．モデルを

用いた手法においては，輸送時間を短縮することへの支

払意思額によって推定されてきた3)．しかし，これらは

いずれも個別事象を対象としたミクロ的アプローチであ

るといえる．そのため，波及的影響を包括的に考慮して

おらず，また理論的根拠や値の外的妥当性に関して統一

的見解を示すことが難しい． 

また，従来の推定手法では，経済集積の外部性や詳細

な地域単位での分析，輸送・交通の適切な取扱，災害時

の物資輸送やサプライチェーン寸断といった特定条件が

VFTTSに及ぼす影響を分析できず，そのための方法論も

存在していない．特に災害発生後の貨物輸送については，

消費者や生産者が平時の消費活動や生産活動をいち早く

取り戻す上で重要である．このときのVFTTSを計測する

ことは，自然災害に見舞われることの多いわが国におい

て道路の役割を適切に把握し，その整備を整備する上で

極めて重要である． 

本研究における問題意識は，貨物輸送は荷主や荷受人

といった個別主体だけでなく，物流やサプライチェーン

を通じて社会・経済全体に影響を及ぼすという点にある．

この問題意識のもと，本研究ではVFTTSを新たに定義し，

定式化する．定式化には経済厚生の増加分と地域間物流

量を用いている．いずれも，全ての市場の連関を定量的
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に表現できる空間的応用一般均衡(Spatial Computable Gen-

eral Equilibrium; SCGE)モデルによって算出される点が本研

究の特徴である．また，シミュレーションによる計測結

果と既往研究における推定値を比べることで，前提条件

に伴うVFTTSの解釈・議論に資する．さらに，SCGEモ

デル上の外生パラメータを災害時の推定値に設定するこ

とで災害時の経済環境を再現する．これにより，従来計

測されていなかった被災状況下でのVFTTS計測を行う． 

 

 

2. 貨物輸送の時間価値の定義と定式化 

 

本研究ではVFTTSを貨物の総輸送時間が1単位減少し

たことによる経済厚生の増加分と定義する．そして，交

通プロジェクト等の道路整備によって貨物の輸送に費や

す時間𝑇
௦が減少した時の経済厚生の増加分と貨物輸送

の時間価値の関係より，以下の式(1a)～(1d)のように定式

化する． 

𝑉𝐹𝑇 ൌ
∑ 𝐸𝑉



𝑇𝐹 െ 𝑇𝐹
 (1a) 

𝑇𝐹 ൌ ∑ ∑ ∑ 𝑇
௦

𝑄𝑅
௦

௦   (1b) 
𝑇𝐹 ൌ ∑ ∑ ∑ 𝑇

௦
𝑄𝑅

௦
௦    (1c) 

𝑄𝑅
௦ ൌ 𝑞𝑓

௦  ∑ 𝑞
௦

    (1d) 

ただし，VFT：単位取引額当たりの貨物輸送の時間価

値[円/分]，𝐸𝑉：地域別便益[円]，TF：貨物の総輸送時

間[分]，𝑄𝑅
௦：地域間物流量，𝑇

௦：産業別の地域間道

路所要時間[分](非製造業は0)，𝑞
௦：地域𝑟産業𝑖から地域

𝑠産業𝑗への中間投入量，𝑞𝑓
௦：地域𝑠の家計の地域𝑟財𝑖

の需要量，a,b：道路整備のあり(with)，なし(without)を表

す添え字である． 

経済厚生の増加分は全地域の便益の和とし，貨物の総

輸送時間には地域間道路所要時間と地域間物流量を用い

る．ここで，本研究では地域間産業連関表上の取引額を

物流量と考えている．その定式化にはSCGEモデル上で

量変数として表される中間財投入量および消費財需要量

を用いている．VFTTSの単位について，従来は輸送車両

1台当たりもしくは単位重量当たりの時間価値[円/分]で

表されていた．一方，式(1a)で求められるのは取引額1円

当たりのVFTTSである．これを道路輸送に着目している

本研究において輸送車両1台当たりに換算するには，単

位取引額の設定が必要である．この値には営業用普通貨

物車の1台当たり輸送貨物の価値額４)513,346[円/台]を用い

ている． 

 

 

3. 空間的応用一般均衡モデルの概説 

 

本研究におけるVFTTSの計測には，完全競争を仮定し

た標準的なSCGEモデルを用いる．これにより， VFTTS

を計測することができる．記述方法には双対アプローチ
5)を用いており， 用いる関数形については産業の生産構

造の第一段階を除きすべてCES型で定式化している． 

 

(1) モデルの前提条件 

モデルが表現する社会経済に対して，以下の仮定を置

く．①8地域21産業で構成された経済を想定する②各地

域には21種類の財が存在し，それぞれに代表的産業があ

る．また，各地域には一つずつ代表的家計が存在する．

③Armingtonの仮定をおいて地域間交易をCES型関数で表

現する．④輸送費用をIceberg型で仮定する．⑤生産要素

は労働と資本である．これらの生産要素市場は地域間で

開放されており，地域間・産業間の生産要素の流入出は

自由に行われる．⑥全ての市場は完全競争的であり，長

期均衡状態にある．⑦家計の保有する生産要素の賦存量

は一定である． 

なお，モデル式内の添え字は以下のように用いている． 

財の生産地を表す添え字：𝑟 ∈ 𝑅 ൌ ሼ1,2, . . . , 𝑅ሽ 

財の消費地を表す添え字：𝑠 ∈ 𝑆 ൌ ሼ1,2, . . . , 𝑆ሽ 
生産地での財種別を表す添え字：𝑖 ∈ 𝐼 ൌ ሼ1,2, . . . , 𝐼ሽ 

消費地での財種別を表す添え字：𝑗 ∈ 𝐽 ൌ ሼ1,2, . . . , 𝐽ሽ 

生産要素の種別を表す添え字：𝑓 ∈ 𝜙 ൌ ሼ𝑙𝑎𝑏, 𝑐𝑎𝑝ሽ 

 

(2) 家計の行動モデル 

各地域の代表的家計は2段階のNested-CES型効用関数

を持つと仮定する．まず，家計の支出関数および所得制

約式をそれぞれ式(2)および式(3)のように定式化する．

式(3)では，地域間の名目所得移転額を基準時の所得移

転額と効用の価格の積として考慮している． ただし，

名目所得移転額の全地域での和が0となるように，効用

の価格は特定の地域のものを設定しなければならない．

本モデルでは，最も経済規模が大きいという理由から東

京を含んでいる地域3のもので定式化している． 

𝑈 ൌ
𝐼

𝑃𝑈 (2) 

𝐼 ൌ ൫𝑃𝐹
𝑒𝑛𝑑𝑜𝑤

 ൯
∈థ

 𝑃𝑈|ୀଷ𝑡𝑟𝑛
 (3) 

ただし，𝑈：地域𝑟の家計の効用関数，𝐼：地域𝑟の

家計の所得，𝑃𝑈|ୀଷ：地域3における効用の価格，

𝑃𝐹
：地域𝑟における生産要素価格，𝑒𝑛𝑑𝑜𝑤

 ：地域𝑟の

家計が保有する生産要素賦存量，𝑡𝑟𝑛
：地域𝑟の実質所

得移転額(ただし，∑ 𝑡𝑟𝑛


 ൌ 0)である． 

次に，第一段階の家計の支出最小化行動を式(4a),(4b)

のように定式化する． 

ただし，𝑄𝑓
௦：地域𝑠における産業𝑖の消費合成財消費

量，𝑃𝑄𝑓
௦： 地域𝑠における産業𝑖の消費合成財価格，

𝜔
௦：消費合成財シェアパラメータ，𝜎௨：消費合成財に
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関する代替弾力性である． 
𝑚𝑖𝑛
𝑄𝑓

௦  𝑃𝑄𝑓
௦𝑄𝑓

௦

∈ூ

 (4a) 

𝑠. 𝑡. 𝑈௦ሺ𝑄𝑓ଵ
௦, 𝑄𝑓ଶ

௦, ⋯ , 𝑄𝑓ூ
௦ሻ

ൌ ൭ 𝜔
௦

∈ூ

𝑄𝑓
௦

ఙೠିଵ
ఙೠ ൱

ఙೠ
ఙೠିଵ

 
(4b) 

地域𝑠における効用の価格は式(4)の最適化問題に付随

するラグランジュ乗数より式(5)のように得られる． 

𝑃𝑈௦ ൌ ሺ𝜔
௦ሻఙೠሺ𝑃𝑄𝑓

௦ሻଵିఙೠ

∈ூ

൩

ଵ
ଵିఙೠ

 (5) 

最後に，第二段階の費用最小化行動を式(6a),(6b)のよ

うに定式化する． 
𝑚𝑖𝑛
𝑞𝑓

௦ ሺ1  𝑡
௦ሻ𝑃𝑦

𝑞𝑓
௦

∈ோ

 (6a) 

𝑠. 𝑡. 𝑄𝑓
௦ሺ𝑞𝑓

ଵ௦, 𝑞𝑓
ଶ௦, ⋯ , 𝑞𝑓

ோ௦ሻ

ൌ ൭ 𝜃
௦

∈ோ

𝑞𝑓
௦

ఙ
ିଵ

ఙ ൱

ఙ
ఙ

ିଵ

 
(6b) 

ただし，𝑡
௦：地域𝑟から地域𝑠への財𝑖の輸送費用のマ

ークアップ，𝑃𝑦
： 地域𝑟産業𝑖の財価格，𝑞𝑓

௦：地域𝑠

における地域𝑟産業𝑖の財消費量，𝜃
௦：財消費シェアパ

ラメータである，𝜎：財𝑖の生産地間の代替弾力性であ

る． 

最適化問題(6)を解くことにより，家計の消費財需要

量が式(7)のように得られる． 

𝑞𝑓
௦ ൌ ቈ

𝜃
௦𝑃𝑄𝑓

௦

ሺ1  𝑡
௦ሻ𝑃𝑦


ఙ

𝑄𝑓
௦ (7) 

 

(3) 産業の行動モデル 

各地域・財の代表的産業は3段階のNested-CES型生産

関数を持つと仮定する．まず，第一段階の中間合成財お

よび付加価値の産業別の投入関係を式(8)のように定式

化する． 

𝑦
௦ ൌ 𝑚𝑖𝑛 ቈ

𝑉
௦

𝛼௩
௦ ,

𝑄ଵ
௦

𝛼ଵ
௦ ,

𝑄ଶ
௦

𝛼ଶ
௦ , ⋯ ,

𝑄ூ
௦

𝛼ூ
௦  (8) 

ただし，𝑦
௦：地域𝑠産業𝑗の生産量，𝑉

௦： 地域𝑠産業𝑗

における付加価値投入量，𝑄
௦ ：地域𝑠産業𝑗における産

業𝑖の中間合成財投入量，𝛼௩
௦
：付加価値比率，𝛼

௦ ：投

入係数である． 

次に，第二段階の産業の中間合成財に関する費用最小

化行動を式(9a),(9b)のように定式化する． 
𝑚𝑖𝑛
𝑞

௦ ሺ1  𝑡
௦ሻ𝑃𝑦

𝑞
௦

∈ோ

 (9a) 

𝑠. 𝑡. 𝑄
௦ ൫𝑞

ଵ௦, 𝑞
ଶ௦, ⋯ , 𝑞

ோ௦൯

ൌ ൭ 𝜃
௦

∈ோ

𝑞
௦

ఙ
ିଵ

ఙ ൱

ఙ
ఙ

ିଵ

 
(9b) 

ただし，𝑞
௦：地域𝑠産業𝑗における地域𝑟産業𝑖の中間

財投入量，𝜃
௦：中間財投入シェアパラメータである． 

最適化問題(9)を解くことにより，産業の中間財需要

量が式(10)のように得られる． 

𝑞
௦ ൌ ቈ

𝜃
௦𝑃𝑄

௦

ሺ1  𝑡
௦ሻ𝑃𝑦


ఙ

𝑄
௦  (10) 

 また，同じく第二段階の産業の付加価値に関する

費用最小化行動を式(11a),(11b)のように定式化する． 
𝑚𝑖𝑛
𝑣

௦  𝑃𝑣
௦ 𝑣

௦

∈థ

 (11a) 

𝑠. 𝑡. 𝑉
௦ ൌ ቌ 𝛽

௦

∈థ

𝑣
௦

ఙೡೕିଵ
ఙೡೕ ቍ

ఙೡೕ
ఙೡೕିଵ

 (11b) 

ただし，𝑣
௦ ：地域𝑠産業𝑗における生産要素投入量，

𝑃𝑣
௦ ：地域𝑠産業𝑗における生産要素価格，𝜎௩：産業𝑗に

おける生産要素の代替弾力性，𝛽
௦ ：要素投入シェアパ

ラメータである． 

最後に，第三段階の産業の生産要素に関する費用最小

化行動を式(12a),(12b)のように定式化する． 
𝑚𝑖𝑛
𝐹

௦  𝑃𝐹
𝐹

௦

∈ோ

 (12a) 

𝑠. 𝑡. 𝑣
௦ ൌ ൭ 𝛿

௦

∈ோ

𝐹
௦

ఙିଵ
ఙ ൱

ఙ
ఙିଵ

 (12b) 

ただし，𝐹
௦：地域𝑠産業𝑗における地域𝑟の生産要素投

入量，𝑃𝐹
：地域𝑟における生産要素価格，𝜎：生産要

素の供給地間の代替弾力性，𝛿
௦：供給地別の要素投入

シェアパラメータである． 

 

(4) 市場均衡条件 

本モデルでは市場均衡条件が式(14)のように成立する． 

𝑦
 ൌ  ൛ሺ1  𝑡

௦ሻ𝑞
௦ൟ

∈௦∈ௌ

 ሼሺ1  𝑡
௦ሻ𝑞𝑓

௦ሽ
௦∈ௌ

 
(14) 

また，産業の生産関数が規模に関して収穫一定である

ため，産業の超過利潤はゼロとなる．このとき，式(15)

が成立する． 

𝑃𝑦
௦ ൌ  𝛼

௦ 𝑃𝑄
௦

∈ூ

 𝛼௩
௦𝑃𝑉

௦ (15) 

産業の生産要素需要関数は式(12a),(12b)を解くことに

より得られる．本モデルでは生産要素賦存量は一定と仮

定するため，生産要素の需給均衡条件は式(13)のように

表される． 

𝑒𝑛𝑑𝑜𝑤
 ൌ   ቈቆ

𝛿
௦𝑃𝑣

௦

𝑃𝐹
 ቇ

ఙ

𝑣
௦ 

∈௦∈ௌ

 (13) 

 

(5) 便益の定義 

Iceberg型輸送費用の低下に伴う地域別便益𝐸𝑉を等価

変分(Equivalent Variation)を用いて式(16)のように定義する． 
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ただし，𝑃𝐹
 ：基準均衡時点における生産要素価格

(=1)，𝑃𝑈
ୀଷ：基準均衡時点における効用の価格(=1)で

ある． 

𝐸𝑉 ൌ ቌ 𝑃𝐹
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(6) パラメータの設定 

災害時の代替弾力性および資本ストック既存率につい

ては，東日本大震災から1ヶ月後の生産状況を再現する

値がYamazaki(2018)6)において推定されている．本研究に

おいても，同じ被災状況を想定するためこの推定値を用

いている．その他の代替弾力性については，先行研究の

値を参考に設定している．輸送費用のマークアップにつ

いては，平常時および災害時の地域間道路所要時間より

算出している．これらの推定方法を表-1に示す． 

生産要素賦存量等，代替弾力性とマークアップを除く

全てのパラメータの設定にはキャリブレーション手法を

用いた．必要な基準均衡データとしてはYamazaki(2018)6)

と同じく9地域間産業連関表7)を用いている．  

 

表-1 東日本大震災前後の所要時間算出条件 

検討項目 設定内容 
対象路線 一般都道府県道以上の道路及び指定

市の市道 
平常時の道路

ネットワーク 
H25年度のDRMをベースに高規格幹

線道路のみH23年度時点のネットワ

ークとなるよう調整 
災害時の道路

ネットワーク 
平常時の道路ネットワークに対し

て，東日本大震災翌日の道路途絶状

況を反映 
所要時間の 
算出 

一般化費用最小ルートをダイクスト

ラ法により算出，有料道路料金を時

間換算 
旅行速度の 
設定 

H22道路交通センサスの混雑時旅行

速度または規制速度，ただし東北地

方においては民間プローブデータ

(2011年3月4日～4月14日)の速度を利

用8) 
※途絶区間の道路網は0.1km/hと設定 

 

 

4. シミュレーション分析 

 

本研究における平常時および災害時のVFTTS計測には，

代替弾力性，輸送費用のマークアップ，資本ストックの

既存率が深くかかわっていると考える．よってこれらの

外生変数に着目し，設定値の組み合わせ方によって場合

分けをする．  

 

(1) シナリオ設定 

本研究では道路整備(with)により地域間道路所要時間

の東北-関東間が10分，東北内々が5分減少するシナリオ

を想定する．これにより輸送費用のマークアップが下が

り，SCGEモデルにより経済厚生の増加分と貨物の総輸

送時間の減少分が算出できる．このシナリオは全ケース

で共通している． 

 

(2) ケース設定 

まず，東日本大震災発生前を平常時(case0)と考え，こ

の時の経済環境をモデル上で再現する．次に，東日本大

震災発生直後を災害時と考える．このときの経済構造を，

3 種類の外生変数を平常時の設定値から災害時の設定値

に置き換えることでモデル上で再現する． 

 第一に，災害時には代替弾力性が低下する．災害時に

は，情報の入手や取引の調整が平常時よりも困難となる．

代替弾力性の低下は，経済にもたらされる急激な変化に

対して投入要素の供給元の切り替えが困難となることを

表している．第二に，輸送費用のマークアップが増大す

る．これは，道路途絶区間において貨物輸送にかかる時

間と費用が大幅に増大することを表している．第三に，

社会資本だけでなく民間の資本ストックも毀損する．こ

れは，地震や津波により生産施設が被害を受け，生産能

力が低下することを表している．ここでは，

Yamazaki(2018) 6)と同様に中野ら(2018)9)における生産能力

の低下率を資本ストック毀損率として解釈している．産

業別の資本ストックの既存率を用いて災害時の資本スト

ックの投入量𝐾
௦ᇱ
を算出している． これらの外生変数が

シミュレーション結果に及ぼす影響をそれぞれ分析する

ため，表-2のようにケース設定をする．ただし，𝜍 ൌ

ቄ𝜎௩


, 𝜎



, 𝜎௨

, 𝜎
ቅ：平常時の各種代替弾力性，0,´：平

常時，災害時を表す添え字である． 

 

表-2 ケース別の各外生変数の設定値 

 case0 case1 case2 case3 case4 
代替弾力性 𝜍 𝜎௩

ᇱ
, 𝜎

ᇱ

, 𝜎௨

ᇱ , 𝜎
ᇱ 

マークアップ 𝑡
௦ 𝑡

௦ 𝑡
௦ᇱ 𝑡

௦ 𝑡
௦ᇱ 

資本ストック

の投入量 
𝐾

௦ 𝐾
௦ 𝐾

௦ 𝐾
௦ᇱ 𝐾

௦ᇱ 

 

(3) 資本ストックの既存と計算過程 

まずcase1およびcase2においては，代替弾力性および

マークアップを災害時の値に設定した後にキャリブレー

ションを行い基準均衡(without)とした．一方，case3およ

びcase4においては，これらキャリブレーションを行っ
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た後に外生的に資本ストックの量を産業別の毀損率に従

って減少させた．均衡計算を行い，得られた新たな均衡

状態をwithoutとしている．これは，経済厚生の変化分に

資本ストックの毀損による効果を含めず，道路整備の効

果のみを計測するためである．また本研究では，ケース

別の結果を比較するため，𝐸𝑉算出には資本ストック毀

損後もキャリブレーション時の価格と生産要素賦存量を 

 

 

図-1 資本ストックの毀損と計算過程 

 

 

図-2 ケース別の単位取引額当たりVFT[円/分]計測結果 

用いている．この一連の計算過程は図-1に表される． 

 

(4) 分析結果 

まず，国内の時間価値原単位の算出方法4)におけるVFTT

Sを確認する．そこでは貨物車の時間価値が小型・普通，

自家用・営業用別に算出されている．これらの算出方法

は貨物輸送において人・車両・貨物の機会費用を積み上

げる方式(要素費用法)である．これらのうち最も値の大

きい営業用普通貨物車の時間価値は64.35[円/分]と算出さ

れている．次に，シミュレーションによって得られた結

果を図-2～図-4に示す．これらの結果について考察を加

える． 

平常時を表現したcase0については，単位取引額当た

りのVFTTSは182.5[円/分]と計測された．これは上記の値

より2.8倍以上大きく，従来考えられていた以上に道路

の役割が重要であることを示唆しているものと考えられ

る．以下，災害時を表現したケースについても確認する． 

第一に，case0に比べて代替弾力性のみ置き換えたcase

1では7.4[円/分]，4.1％大きいVFTTS計測値が得られた．

このVFTTSの分子，経済厚生の増加分をみても，case0に

比べて約62億円大きい．地域別でみると，東北の便益が 

 

 

図-3 ケース別の𝑇𝐹 െ 𝑇𝐹 (単位: 10分)算出結果 

 

 図-4 ケース別の地域別便益(単位:100万円)算出結果 
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小さくその他地域の便益が大きいことがわかる．これは，

代替弾力性が小さかったため，東北への道路整備を行っ

ても他地域からの代替があまりなされなかった結果と考

えられる．一方，地域間物流量については，case0より

東北-関東間および東北内々は大きくその他は小さい傾

向にある．つまり，𝑉𝐹𝑇の分母である貨物の総輸送時間

の減少量が拡大している．すなわち，同じ所要時間の変

化に対して代替弾力性が小さいほうが貨物の総輸送時間

の減少量が大きいが，それ以上に経済厚生の増加分が大

きいため，より大きなVFTTSが計測された．第二に，

case1に比べて道路整備による所要時間変化率が小さい

case2では3.2[円/分]，2.1％大きいVFTTS計測値が得られた．

第三に，case1に比べて資本ストックが毀損したcase3で

は48.7[円/分]，26.7％大きいVFTTS計測値が得られた．し

かし，経済厚生の増加分については約107億円減少して

おり，東北の便益が著しく低くなっている．これは，道

路整備前の時点で東北産の財価格が高騰しており，道路

整備を行っても他地域からの代替や東北の生産量が伸び

なかったためと考えられる．同じ理由でwithoutからwith

の地域間物流量が伸びず，貨物の総輸送時間の減少量が

拡大しなかったと考えられる．最後に，災害時を表現し

たcase4では平常時のcase0に比べ50.7[円/分]，27.8%大きい

いVFTTS計測値が得られた．Case.3の結果と同様である

が，これは経済規模が縮小した後にも道路の経済的価値

がむしろ上昇することを示唆していると考える．これは

経済厚生や物流量のみでは計り知れない知見である． 

 

 

4. おわりに 

 

本研究ではVFTTSを経済厚生の増加分と貨物の総輸送

時間を用いて定義し，その計測のための新たな手法を提

案した．この手法により，平常時および災害時のVFTTS

計測も行った．結果，平常時の計測値は従来の推定手法

は時間短縮の経済的価値を過小評価している可能性が示

唆された．ただし，一般均衡理論に基づく本研究の計測

値と投入要素全ての機会費用に基づく従来の推定値は，

完全競争のもとでは一致することが考えられる．つまり，

従来推定値は，統計データの計測誤差や不適切な価格付

けに強く影響されている可能性がある．また，災害時の

計測値は有事には道路の経済的役割がいっそう重要にな

ることを示唆してる．道路ネットワークの強靭化や多重

化による被害軽減効果が極めて重要であることを示す結

果である．  

本研究の課題は大きく分けて2点ある．まず．輸送費

用のモデリングについて，実際の物流の輸送時間・輸送

費用データに基づいていない点が挙げられる．次に，本

研究では災害時の代替弾力性として東日本大震災よりヶ

月後の生産量を再現するようキャリブレートされた値を

用いた．しかし，長期均衡を仮定した静学的なSCGEモ

デルを用いており，分析対象期間について整合している

かは慎重に検証する必要がある．最後に，本研究では災

害時を再現した本研究のシミュレーションにおいても需

要された物流量すべてが輸送されることを暗に仮定して

いる．しかし，実際の被災状況下では輸送可能な量に制

約があると考えられる．つまりYamazaki(2018)6)が指摘す

るように自然災害の短期的かつ集中的な影響を捉えきれ

ない可能性がある． 
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A NEW METHODOLOGY OF MEASURING  
THE VALUE OF FREIGHT TRAVEL TIME SAVINGS 

 
Atsushi KOIKE, Nozomu TAKAMURA, Masato YAMAZAKI 

 and Toshimori OTAZAWA 
 

Most of domestic freight are carried by cars, where roads play vital roles. In assessing transportation 
facilities such as roads, values of time is the significant index, where time is evaluated in terms of money. 
The value of freight travel time savings (VFTTS) have been defined and estimated based on opportunity 
costs of factors or willingness-to-pay for reducing transportation time. However, these are microscopic 
approachs which deal with each instance. Moreover, conventional methods cannot analyze the effects of 
specific conditions on VFTTS, such as the externalities of agglomeration and goods transportation and 
disruptions of the supply chains right after natural disasters. A new methodology is required to understand 
roles of roads and plan them properly.In this study, it is hypothesized that freight transportations affect 
society and the economy through logistics and supply chains. VFTTS is newly defined by using the incre-
ment of economic welfare and the decrement of total freight transportation time caused by road improve-
ments. To calculate these variables, a standard spacial computable general equilibrium model which as-
sumes perfect competiton is used. Moreover, parameters are set exogenously to reproduce the disaster on 
the model, which enables us to measure VFTTS right after natural disasters. These parameters in case of 
emergency had been estimated in a previous study to reproduce the damage of the Great East Japan Earth-
quake. As the results of simulation, it has been clarified that previous studies ignored the ripple effects and 
underestimated VFTTS. Moreover, it has demonstrated that VFTTS would rise right after natural disasters. 
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